
 

 

令和３年度 東海農政局入札等監視委員会 第１回定例会議 審議概要 

                                       （Web 掲載：令和３年９月 17 日） 

開催日および場所 令和 3 年８月２日（月曜日） 東海農政局 第１会議室 

委員 

 

川合 伸子（弁護士）、内藤 公士（公認会計士・税理士）、 

豊田 雄二郎（中日新聞社論説委員）、 

審議対象期間 令和３年１月1 日～３月３１日 

審議対象案件 

 

   １０４件 

 新規 ６（うち、1 者応札案件 2 件） 

         （うち契約の相手方が公益社団法人等の案件 0 件） 

         変更 98（うち、当初１者応札案件 40 件） 

抽出案件 

 

 

   ５件（新規 1、変更4） （抽出率 4.8％） 

 うち、当初 1 者応札案件1 件 （抽出率 2.3％） 

         契約の相手方が公益社団法人等の案件 0 件（抽出率 0％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

抽 

出 

案 

件 

内 

 

 

 

 

工事 

 

 

 

 

 

一般競争 

 

    2 件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

指 

名 

競 

争 

 

公募型指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

工事希望型競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

随意契約 

 

   ０件  うち、１者応札案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般競争 

 

     2 件  うち、1 者応札（提案）案件１件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

指 

名

競 

争 

 

公募型競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

簡易公募型競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 



訳 

 

業務 

 

 

 

 

 

 

随 

意 

契 

約 

 

公募型プロポーザル 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

簡易公募型プロポーザル     １件  うち、１者応札（提案）案件 0 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

標準型プロポーザル 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の随意契約 

 

   ０件  うち、１者応札案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

 

 

物品・ 

役 務

等 

 

 

一般競争 

 

    ０件  うち、１者応札（提案）案件 0 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件 0 件 

指名競争 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

随意契約（企画競争・公募） 

 

   ０件  うち、１者応札（提案）案件０件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

その他の随意契約 

 

     0 件  うち、１者応札案件 0 件 

                契約の相手方が公益社団法人等の案件０件 

（特記事項） 

 

 
 
 
委員から
の意見・質
問、それに
対する回
答等 

 

 
意見・質問 

 
回答等 

１  尾張西部国営施設機能保全事業 

「日光川河口排水機場４号吐出ゲ

ート整備補修工事」（当初） 

 

・予定価格超過者が３者中、２者と

多いが要因は何か。予定価格は事

前公表しているのか。 

 

 

・総合評価落札方式における価格以

外の要素は入札にどのように作

用されるのか。 

 

 

 

・公募期間が他の工事に比べて若干

短く設定されているように思慮

される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・施設機械工事の予定価格の算出にあたっては、見積徴

取を実施することが多く、経済的な単価を採用すること

から予定価格超過となることも想定される。なお、予定

価格の事前公表は行っていない。 

 

・応札額が予定価格の範囲内の場合、企業や技術者の評

価点や施工体制について点数化している。点数化された

評価点を応札額で除することにより評価値を算定し、一

番高い者が落札者となる。必ずしも応札額が一番安い者

が落札するとは限らない。 

 

・公募に先立ち、最低でも１ヶ月前には東海農政局 HP

に発注予定情報として案件について広くお知らせして

いる。本案件については、３ヶ月以上前からお知らせし

ており、周知できていたものと考えている。 



２ 新濃尾（二期）地区 

「新木津用水路小牧久保工区そ

の１工事」（第１回変更） 

 

・「第１回変更」とは何を変更した

のか。 

 

 

・１者が紙入札者とあるが、紙入札

はよくあるのか。 

 

 

 

・見積執行から変更後の落札率まで

説明をお願いします。 

 

 

 

 

・変更で予定価格が高くなっている

が、当初予定価格超過した者は、

予定価格が高くなることを見込ん

でいたということはないか。 

 

 

 

 

 

・工事を発注する段階において不確定要素だったことや

現場条件の細部で設計に反映出来ていなかったことに

ついて、実績に基づき変更で対応している。 

 

・電子入札が基本であり、紙入札は減っている。電子入

札システムで使用する IC カードは支店長が異動した際

には変更する必要があるが、応札時期が異動時期と重な

り間に合わなかったため紙入札となっている。 

 

・実績変更にあたっては、数量の精査等を事前に受注者

と行っていることから、落札率が 100%となることもあ

るが、受注者との単価差により 100％を切ることもあ

る。ただし、変更後の予定価格は、当初の落札率 89.4%

を乗じた価格となっている。 

 

・変更については実績に基づく内容となっている。当初

の競争時の契約条件はどこも同じなので、委員が御懸念

されているようなことはない。 

３ 長良川用水地区 

「新大江揚水機場他機能診断等業

務」（第２回変更） 

 

・変更において「落札率」という言

葉を使用しているが、変更は見積

執行なので不適切ではないか。 

 

 

・当初の応札者が７者と多いが、な

にか魅力的な業務であったのか。 

 

 

 

 

 

 

・委員のご指摘のとおりと思われるが、同一の契約の中

での変更なので「落札率」という言葉を使用している

と思われる。全国的にも、変更において「落札率」の

用語を使用している。 

 

・早期発注しており、十分な工期が確保出来たことと、

業務内容についても、機能診断と一般的であったこと

から、多数の応札があったと思料する。 

４ 細川頭首工 

「ＰＣＢ含有塗膜調査等業務」

（第１回変更） 

 

・１者応札となった要因はなにか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・工期が令和３年２月２日からの56 日間であり、年度末

の発注であったことが要因である。年度末は手持ち業

務量が多く、技術者不足となる業者が多くなる傾向に

あるが、本業務内容としては特殊な要素はなく、短期

間で実施が可能なため、工期に問題はなかったと考え

ている。 



５ 矢作川総合第二期地区 

「明治本流（上流部）浸透流解析

他業務」(第 1 回変更) 

 

・応募者が３者あったが、１者に絞

り込んだ経緯について説明をお

願いします。 

 

 

 

 

 

 

 

・本業務の内容は、土中の浸透流の解析を実施するとい

う難易度の高い内容となっていることから簡易型プロ

ポーザル方式を選定している。本方式では、技術提案

書の評価について審査を行い、技術点が高かった者と

契約を行うこととなっている。 

・事業所の技術審査会において、提出された技術提案者

の評価を行い、その後、入札・契約手続審査委員会に

おいて審査を行い、特定した者と契約することについ

て問題ないとしている。 

 

  委員会による意見の具申又は勧告の内容       

〔これらに対し部局長が講じた措置〕 
 

 特になし 

    － 

事務局：東海農政局総務課 
 (注) 公益社団法人等とは、公益社団法人又は公益財団法人（一般社団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び 
  公益財団法人の認定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律第４２条第１項に規定する特例社団法人又は 
  特例財団法人を含む。）をいう。 

 


